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MSC とは？  

MSC（Marine Stewardship Council：海洋管理協議会）の漁業認証は資源・環

境・規制を守った漁業を MSC が認定した第三者認証機関が認証する制度です。

認証された漁業からの水産物は第三者認証機関による MSC の CoC（流通加工管

理）認証を受けることによって MSC のロゴマークをつけて販売することができ

ます。消費者が MSC のロゴマークのついた水産物を購入することにより、資源・

環境・規制を守った漁業を支援することにつながります。MSC は、1997 年に WWF などが立ち上げ、

1999 年に独立した非営利団体となりました。WWF は MSC の普及を支援することで、持続的な漁業

と海の環境問題に取り組んでいます。 
MSC のロゴがついた製品は 300 品目以上にのぼり、さらに増え続けています。流通企業が持続的

な水産物の販売にリーダーシップをとれば、漁業の現場へ大きな影響を与えることが期待されます。

それは結果として、生産者から消費者までがその持続可能性の向上という面で恩恵を受けることにつ

ながります。今、このような取り組みが水産物消費大国日本でも広がることが求められています。 
 

MSC についての情報 
http://www.wwf.or.jp/msc   (WWF ジャパン 日本語) 
http://www.msc.org  （MSC ウェブサイト 英語） 
 
国内の MSC 漁業認証過程の漁業：京都府機船底曳網漁業連合会 
http://www.msc.org/html/content_1248.htm （MSC ウェブサイト 英語） 
http://www.pref.kyoto.jp/kaiyo/ （京都府立海洋センターウェブサイト より「京都の漁業」「丹

後の海の生き物たち」） 
 
国内の MSC CoC 認証企業 
株式会社亀和商店 （アラスカサケ）http://www.kamewa.co.jp/ 
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世界の MSC 認証漁業 
 
*米国ベーリング海とアリューシャン列島のスケソウダラ漁業 
*米国アラスカ湾のスケソウダラ漁業 
*米国アラスカのサケ漁業 
*米国ベーリング海とアリューシャン列島のマダラ漁業 
*米国アラスカのギンダラ漁業 
 
*ニュージーランドのホキ漁業 
*オーストラリア西部のオーストラリアイセエビ漁業 
*英国海外領サウスジョージアのマゼランアイナメ漁業 
オーストラリアのコオリカマス漁業 
南ウエールズのベリー湾のザルガイ漁業 
 
英国ヘースティングズのシタビラメ漁業 
英国ヘースティングズのタイセイヨウサバ・タイセイヨウニシン漁業 
英国トリドン湖のヨーロッパアカザエビ漁業 
メキシコ・バハ・カリフォルニヤのイセエビ漁業 
北海（EU・ノルウェー）のタイセイヨウニシン漁業 
 
米国（アラスカ、ワシントン、オレゴン州）のオヒョウ漁業 
南アフリカのメルルーサ漁業 
英国南西沖のタイセイヨウサバ漁業 
英国テムズ川のタイセイヨウニシン漁業 
 

 

2006 年 5 月 18 日現在 
*は日本でも比較的多く流通しているもの（ロゴの有無に関係なく） 



Marine Stewardship Council (MSC) 
持続可能な漁業のための原則と基準 

 
原則 1: 
漁業は、対象個体群の過剰漁獲やそれによる枯渇につながらない方法で行われなければならない。枯

渇した個体群に関しては、その回復を論証できる方法でのみ実施されるべき。 
 

基準 
1.1 漁業対象となる個体群の高い生産性と、その将来の生産力に関係する生態環境を継続的に維

持できるレベルで、漁業は行われなければならない。 
1.2 利用する個体群が枯渇した場合、回復と再生がなされるよう漁業を行わなければならない。

個体群は、予防原則に合致したあるレベルまで、また、その長期的な生産能力は、定められ

た期間内に、回復再生しなければならない。 
1.3 年齢や遺伝子構成や、雄雌比率が変わることで、再生産能力が損なわれるようなことのない

程度で、漁業を行う。 
 
 
原則 2: 
漁業活動は、その漁業が依存する生態系（生息域、依存種や生態学的関連種も含む）の構造、生産力、

機能、多様性を維持できるものでなければならない。 
 

基準 
2.1 漁業は、自然な種間の関係を維持する方法で実施する。食物連鎖や生態系の変動を引き起こ

すものであってはならない。 
2.2 漁業は、遺伝子レベル、種レベル、または個体群レベルでの生物多様性を脅かさない方法で

実施する。絶滅危惧種や保護対象となっている種の殺傷を避ける、それが不可能な場合にも

最小限にとどめるように実施する。 
2.3 利用する個体群が枯渇した場合、予防原則に従い、また、個体群の長期的な生産能力を考慮

して、回復と再生が、一定の期間内に一定のレベルまで到達するように、漁業を実施する。 
 
 
原則 3： 
漁業は、地域や国内、国際的な法や規制を尊重した、また、資源利用が信頼でき持続的であることを

要求する制度及び運営が行われる体制を組み入れた、効果的な管理システムを必要とする。 
 

A.管理システム基準: 
3.A.1 漁業は、国際的合意に対し問題の多い、一方的な免責規定のもとで行われてはならない。 
3.A.2 管理システムは、ＭＳＣの原則と基準に則した、明確な長期目標を示すべきである。また、

すべての関係者や影響を受ける側が、関連情報（地域の情報も含む）を考慮することのでき



る、透明性のある協議プロセスを含むものでなければならない。漁業管理上の取り決めによ

って、生活を漁業に依存するすべての人々（自給自足の零細、漁業依存コミュニティに限ら

ない）が受ける影響は、この協議プロセスの中に取り込まれなければならない。 
3.A.3 管理システムは、漁業の文化的状況、規模や程度に相応しいものでなければならない。その

漁業のもつ目標を反映している、運用基準が含まれている、実施手続きと活動をモニタリン

グし、評価し、発見したことに対応するプロセスが含まれているものである。 
3.A.4 漁業に食料と生計を依存する人々の法的、慣習上の権利を、生態学的持続性と合致する方

法において、尊重する。 
3.A.5 管理システム内で生じる論争解決のための適正な機構を組み入れる。 
3.A.6 管理システムは、持続可能な漁業に貢献する、経済的、社会的インセンティブを備える。持

続性のない漁業につながる助成金によって運営しない。 
3.A.7 管理システムは、特に、科学的不確実性に関するときは、予防的アプローチを用いて、入手

できる最良の情報に基づいた、タイムリーで適応性のある方法で対処する。 
3.A.8 管理システムは、漁業の規模や影響度に見合った、調査計画を含む。この調査計画は、管理

のための情報の必要性を示し、調査結果を、全関係者に必要に応じて、速やかに公開するも

のである。 
3.A.9 管理システムは、資源の生物学的状況と漁業の影響が、継続的にあるいは定期的に評価され

ることを求める。 
3.A.10 管理システムは、資源の利用規模を、はっきり示しながらコントロールする方法や戦略を

指定する。 
3.A.11 管理システムは、設定された漁獲量が超過しないようにする、また、超過が起きた場合へ

の対策が含まれている、効果的な法規遵守、監視、管理、実施のための、手続きを含む。 
 

B.運営上の基準 
3.B.1 漁業活動は、対象外の種（対象外のサイズ、年齢、または、対象種の性別）の漁獲を、避

けるように考案された漁具と方法を使う。混獲が避けられない場合には、死亡率を最小限に

する。混獲後、生きたまま放流できないものの廃棄を減らす。 
3.B.2 漁業活動は、生息地（特に、産卵場や稚魚の時期を過ごす海域など、細心の注意が必要な

生息地）に与える悪影響を最小限に抑えるように考案された、適切な漁法を実施する。 
3.B.3 漁業活動は、毒物や爆発物を使うような破壊的漁法は行わない。 
3.B.4 漁業活動は、漁具の紛失、オイル漏れ、船上での漁獲物の損傷などの、作業中の無駄を最

小限にする。 
3.B.5 漁業活動は、漁業管理システムと、すべての法律上、行政上の要求に則した方法で行う。 
3.B.6 漁業活動は、管理当局が、資源と漁業の効果的管理のために行う、漁獲や廃棄などの重要

な情報の収集を支援、協力する。 
 



MSC 認証機関 国内窓口 
 
TQCSI 日本窓口： 
アミタ株式会社 持続可能経済研究所 
担当 有路、田村 
ntamura@amita-net.co.jp 
〒602-8024 京都府京都市上京区室町通丸太町上る大門町 253 
Tel:075-255-4526（代表） Fax:075-255-4527  
http://www.amita-net.co.jp/AISE/service/ecolabel/msc.html 
 
 
Moody Marine Ltd 日本窓口： 
ムーディー・インターナショナル・サーティフィケーション株式会社 
担当 椎名 
youichi-shiina@moodygroup.co.jp 
〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町 1-4-2 日本橋 N ビル ４階 
Tel:03-3669-7408  Fax:03-3669-7410 
http://www.moodygroup.co.jp/mic_index.htm 
 
 
SGS Product & Process Certification 日本窓口： 
SGS ジャパン株式会社 
担当 向井 
Masahiro.Mukai@sgs.com 
〒220-8138 神奈川県横浜市西区みなとみらい 2 丁目 2 番 1 号 横浜ランドマークタワー38 階 
Tel:045-330-5030  Fax:045-330-5032 
http://www.jp.sgs.com/ja/home_jp.htm 
 
 


